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この手引には、平成２８年度特別研究員にかかる遵守事項および諸手続が記載されています。採用期

間中はもちろんのこと、採用期間終了後も必要となる場合がありますので、お手元で大切に保管して

ください。再度差し上げることはできませんので、大切に取り扱ってください。 

また、本会ホームページには、最新のものが掲載されていますので、随時確認してください。 



 

 

 

 

 

 

 

   採用された 

 

 

 

 

   就職が決まった 

     

 

 

 

 

   証明書が欲しい 

   

 

 

 

 

 

  海外で研究をしたい 

 

 

 

 

 

 受入研究機関を変更したい 

 

 

 受入研究者を変更したい 

 

 

 

 

  振込先銀行を変更したい 

 

 

 

 戸籍名を変更した 

 

  

 

 

住民登録住所を変更した 

 送付先住所を変更したい 

 

  

 

こんな時は手引を熟読の上，適切な手続きをしてください。 

別紙、「日本学術振興会特別研究員採用手続き書類」，P.34「疾

病、事故・災害等への対処について」を参照してください。 

なお，研究奨励金は給与所得として扱われます。現在，扶養家

族となっている場合は，扶養者の勤務先で手続きが必要となる

ことがありますので，当該扶養者の勤務先にご照会ください。

特別研究員を辞退する必要がありますので，まず本会に電話

連絡の上，次の書類を提出してください。 

Ｐ.13「中途辞退」を参照してください。 

 提出書類：特別研究員辞退願＜様式 8＞ 

本会で発行できる証明書は「特別研究員採用証明書」と 

「証明書（カード型）」のみです。Ｐ.20「諸証明」を参照し

てください。 

 提出書類：特別研究員採用証明書等交付願＜様式 10＞， 

返信用封筒（正確に宛名を記入し，必ず切手を 

貼ってください。） 

Ｐ.13「採用期間中の海外渡航」を参照してください。 

 提出書類：特別研究員海外渡航届＜様式 7＞ 

留学の場合は，特別研究員を辞退する必要がありますので， 

まず本会に電話連絡の上，次の書類を提出してください。 

Ｐ.13「中途辞退」を参照してください。 

 提出書類：特別研究員辞退願＜様式 8＞ 

Ｐ.9「受入研究機関の変更について」を参照してください。 

 提出書類：特別研究員受入研究機関等変更願＜様式 3-1＞ 

      特別研究員受入承諾書＜様式 3-2＞ 

Ｐ.10「受入研究者の変更、受入研究者所属部局・職名及び特別

研究員所属部局の変更」を参照してください。 

 提出書類：特別研究員受入研究者変更届＜様式 4＞ 

Ｐ.8「振込銀行、住所等の変更及び登録名・戸籍名・ローマ字

表記の変更について」を参照してください。 

 提出書類：振込銀行・住所等変更届＜様式 1-2＞ 

Ｐ.27「住民登録住所・扶養親族の変更」を参照してください。

なお，連絡先（本会からの書類の送付先）の変更がある場合

については，下記届の所定欄に記入して提出してください。 

 提出書類：振込銀行・住所等変更届＜様式 l-2＞ 

Ｐ.8「振込銀行、住所等の変更及び登録名・戸籍名・ローマ字

表記の変更について」を参照してください。 

 提出書類：氏名等変更届＜様式 1-3＞ 

ＳＰＤ･ＰＤ･ＲＰＤ･ＤＣ共通 



  

 

 

 

 

 本会に届けた配偶者，扶養 

 親族に変更があった 

 

   

 源泉徴収票が欲しい 

 

  

 質問や連絡がある 

 

 

  毎年度終了時 

（毎年 3 月 31 日になったら） 

 

 

 

 

 

 採用期間が終了した 

 

  

 

 

 

 

 
 
 

      

  

  

 

 博士の学位を取得する 

 

 

 

 採用第２･３年度に入ったら 

 

 

 

 

 

 

 

 大学院を休学（退学）する 

          

 

 

 

P.27「住民登録住所・扶養親族の変更」を参照してください。 

 提出書類：扶養控除等（異動）申告書のコピー 

P.27「源泉徴収票」を参照してください。 

 提出書類：特別研究員採用証明書等交付願＜様式 10＞， 

      返信用封筒（切手貼付） 

P.35「本事業に関する連絡先」を参照してください。 

特別研究員研究報告書＜様式 9-1＞，研究遂行経費の支出報告書

＜様式 9-2＞(該当者のみ)，を毎年 4 月 20 日までに提出してく

ださい。 

参照先：P.19「研究報告書」，P.26「研究遂行経費の支出報告

書の提出」 

特別研究員研究報告書＜様式 9-1＞，研究遂行経費の支出報告書

＜様式 9-2＞(該当者のみ)，特別研究員の就職状況＜様式 9-3＞

の提出及びＳＰＤ・ＲＰＤ・ＰＤの方は「証明書（カード型）」

の返還をしてください。 

参照先：P.13「中途辞退」，P.19「研究報告書」，P.21「採用期

間終了後の連絡」，P.26「研究遂行経費の支出報告書の提出」，P.20

「特別研究員の就職状況調査」 

資格変更の手続きが必要ですので，まず本会に電話連絡の上，

次の書類を提出してください。 

P.10「採用後の学位取得等による資格の変更」を参照してく

ださい。 

 提出書類：特別研究員資格変更願＜様式 5-1＞他２点 

P.12「採用第２年度以降の資格確認」を参照してください。 

 提出書類：在学証明書（４月初めの日付のもの） 

特別研究員を辞退する必要がありますので，まず本会に電話 

連絡の上，次の書類を提出してください。 

P.13「中途辞退」を参照してください。 

 提出書類：特別研究員辞退願＜様式 8＞ 

人文学、社会科学分野の満期退学者は，資格変更の手続きが必

要ですので，まず本会に電話連絡の上，次の書類を提出してく

ださい。 

P.10「採用後の学位取得等による資格の変更」を参照してくだ

さい。 

 提出書類：特別研究員資格変更願＜様式 5-1＞他２点 

ＳＰＤ･ＰＤ･ＲＰＤ･ＤＣ共通 

通

P.15「出産・育児に係る採用の中断及び延長の取扱い」を参照 

してください。 

 提出書類：特別研究員採用中断願＜様式 12-1＞他１点 

出産･育児に係る採用中断

をしたい 

   ＤＣのみ 

通
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    事業に関する連絡先は，次のとおりです。 

〒102－0083 東京都千代田区麹町 5-3-1 

独立行政法人 日本学術振興会 

       研究者養成課 特別研究員事業担当 

 電 話 （03）3263－4998 採用中の問い合わせ先（身分・研究奨励金・海外渡航関係等） 

 ﾌｧｸｼﾐﾘ （03）3222－1986 

  電話連絡受付時間帯 9：30～12：00及び 13：00～17：00（緊急時はこの限りではありません。） 
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１．遵守事項について 

特別研究員は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

なお、下記の事項に違反したと日本学術振興会（以下、「本会」という。）が判断するときは、特別研究員 

の採用を取り消すとともに、支給済みの研究奨励金の返納を求める場合がある。 

 

 （1）特別研究員以外の身分を持たないこと （P.2「２．特別研究員の身分」参照） 

 （2）特別研究員の義務を遂行すること （P.2「３．特別研究員の義務」参照） 

 （3）研究上の不正行為を行なわないこと （P.3 「４．研究活動における不正行為について」参照） 

 （4）研究費の不正使用を行なわないこと （P.3「５．研究費の不正使用について」参照） 

 （5）他の機関からの資金援助を受けないこと   （P.4「８．本会以外からの資金援助」参照）  

 （6）その他、公序良俗に反する行為を行なわないこと 

 

２．採用の取り消しについて 

本会は、次に掲げるいずれかに、特別研究員が該当すると認めた場合は、その採用を取消すことができ 

る。 

 

 （1）疾病等のために、研究を継続できないことが明らかなとき 

 （2）研究の進捗状況に著しい問題があり、所期の研究成果を達成できないとき 

 （3）採用期間中の海外渡航期間が、通算渡航期間の上限を超えた場合 

 （4）提出すべき書類が、期限内に提出されなかった場合 

 （5）申請書類の記載事項に重大な虚偽が発見されたとき 

 （6）その他、明らかに特別研究員としてふさわしくない行為をなしたとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ⅰ 遵守事項 
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１．本制度の趣旨 

特別研究員制度は、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者を育成するため、優れた若手研 

究者に、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題・研究の場等を選びながら研 

究に専念する機会を与えるとともに、研究奨励金を支給する制度です。 

 

２．特別研究員の身分 

（1） 特別研究員は、その採用期間中、下記の事項を除き、原則として特別研究員以外の身分を持つこと 

ができません。 

①特別研究員-ＤＣが受入研究機関において大学院生の身分（大学院設置基準第三十五条に基づく国際 

連携専攻における連携外国大学院の学籍を含む。）を持つこと 

②研究課題遂行に必要であるため、研究施設を利用するなどの理由で形式的な身分を持つこと 

③特別研究員－ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）が受入研究機関において科学研究費助成事業（特別研 

究員奨励費）以外の科学研究費助成事業に応募するための身分（応募資格）を持つこと 

 

※②、③に該当する場合でも、雇用関係が生じることのないようにしてください。また、報酬を得る

ことは認められません。 

※特別研究員は学生として海外の大学・大学院に在籍する留学はできません。 

 

  （2） 特別研究員と本会との間に雇用関係はありません。 

 

３．特別研究員の義務 

 特別研究員は以下に掲げる２つの義務を有します。 

（1）研究専念義務 

1）特別研究員は、出産・育児に係る採用中断の扱いを受ける場合を除き、採用期間中、申請書記載の 

研究計画に基づき研究に専念しなければなりません。 

このため、特別研究員としての研究以外の業務を行うことは特別研究員としての研究遂行に支障をき 

たすおそれがあるので、採用期間中、特別研究員としての研究以外の業務に対する報酬を受給すること 

は、原則禁止していますが、以下に挙げる職については、週当たり総時間数５時間までの業務に対する

報酬の受給を例外的に認めています。 

 

①我が国の大学等高等教育機関（大学、短期大学、高等専門学校 ※１）※２における非常勤講師 

※１：高等学校・専門学校は不可。 

※２：受入研究機関以外で行うことも可。 

②受入研究機関における職（①を除く）※３ 

※３：将来大学等の教員・研究者等になるためのトレーニングの機会として学生を対象に設置され 

た職（ティーチング・アシスタント(TA)、チューター等）や研究遂行上の理由により、業務 

  Ⅱ 特別研究員制度の趣旨等 
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を行うことが必要となる職（医師、歯科医師、獣医師、初等中等教育機関の非常勤講師、ス 

クールカウンセラー等）。受入研究機関以外で行うことは不可。 

 

※いずれの場合も特別研究員としての研究遂行に支障のない範囲が条件であり、必ず受入研究者の

了解が必要です。 

 

この点に関しては、本会への届出は必要としていません。判断に迷う場合には、本会（０３－ 

３２６３－４９９８）まで、お問い合わせください。なお、本会以外から別に収入を得ている場合に 

は、個別に確定申告（毎年２月中旬～３月中旬）を行う必要があります。 

 

（2）報告書の提出義務 

 特別研究員は、毎年度末及び特別研究員の採用期間終了後速やかに研究報告書を提出しなければな 

りません。（P.19「１５．研究報告書」参照） 
 

４．研究活動における不正行為について 

研究活動における不正行為 ※は、科学を冒涜し、人々の科学への信頼を揺るがし、科学の発展を妨げるも 

のであって、本来あってはならないものです。 

また、厳しい財政事情の下、未来への先行投資として、国費による研究費支援が増加する中、国費の効果 

的活用の意味でも研究の公正性の確保がより一層求められています。以上のことから、特別研究員は、研究 

上の不正行為を行なってはなりません。研究活動を行なうにあたっては、研究倫理教育教材の履修等を行っ 

た上で、受入研究機関で定められた規定等に、十分留意してください。 

 

 

 

 

 

５．研究費の不正使用について 

特別研究員は、研究費の不正使用を行なってはなりません。研究費の不正使用の例は次のとおりです。 

（1）謝金・給与に係る不正 

  ・架空の出勤表等に基づく請求等、実態の伴わない謝金給与を請求 

（2）物品購入費に係る不正 

  ・架空の取引により研究費の支出を請求し、支払われた代金を業者に預け金として管理させた 

  ・架空の消耗品代金を業者が請求した 

（3）旅費に係る不正 

  ・旅費の水増し請求 

  ・実態を伴わない旅費の請求 

  

※研究活動における不正行為 

研究活動における不正行為とは、研究者倫理に背馳し、研究活動及び研究成果の発表において、その本質ないし本来の趣旨を歪め、

科学コミュニティの正常な科学的コミュニケーションを妨げる行為にほかならない。具体的には、得られたデータや結果の捏造、

改ざん、及び他者の研究成果等の盗用が、不正行為に該当する。 

「平成２６年８月２６日 文部科学大臣決定 『研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン』より」 
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また、この他、他の研究者が受けている研究費の不正使用に共謀した場合にも、不正使用とみなしま 

す。 

研究費を執行するにあたっては、研究倫理教育教材の履修等を行った上で、各研究費の使用ルールを 

受入研究機関等で確認し、適切に執行してください。 

 

６．特別研究員の採用辞退等 

特別研究員が以下の（1）又は（2）に掲げる事項に該当する場合は、特別研究員の採用を辞退してくださ 

い。 

（1）就職する場合 

（2）特別研究員-ＤＣが、特別研究員-ＰＤへの資格変更を伴わずに、大学院博士課程に在学しなくな 

る場合（休学（出産・育児に係る採用中断を除く）、留学及び停学を含む。）  

 

７．特別研究員のアウトリーチ活動※の奨励 

特別研究員事業は、国民の税金によってまかなわれていますので、研究活動の成果を国民へ還元すること、 

国民や社会に向けてわかりやすく発信することが、特別研究員に求められています。 

 

※（アウトリーチ活動とは）  

アウトリーチ活動とは、単なる情報発信という考え方を超え、人々に対してわかりやすい言葉で研究内容や成果を伝え、科学技術 

を振興する側と享受する側が親和的・双方向的に向き合い対話していく活動である。「アウトリーチ」は「手を差し伸べる」とい

う意味。 

例：一般の人々や子ども、教員を対象とした公開シンポジウム、オープンキャンパス、研究室公開、出前講義、実験教室、サイ 

  エンスカフェ等  

 

なお、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）の直接経費から、研究成果発表のための学会誌投稿料、 

ホームページ作成費用、研究成果、広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした研究成果広報活動 

などのアウトリーチ活動費用を支出することが可能です。 

 

８．本会以外からの資金援助 

  採用期間中は、国内外を問わず、他のフェローシップ等同種の資金援助を本会以外から受けることはでき 

ません。例えば、日本学生支援機構等の貸与型の奨学金や、外国人留学生が日本政府（文部科学省）奨学金、 

日本学生支援機構の学習奨励費又は母国の奨学金等を受けることはできません。このため、採用期間中受給 

することが認められていない資金援助を、採用開始日以降も受給する予定であった場合は、採用開始前まで 

に辞退してください。 

但し、以下の(1)～(4)に該当するものについては、本会以外からの資金援助を例外的に認めています。 

 

（1）授業料の援助に係る助成金の受給【DC1、DC2のみ】 

大学の授業料に対する援助を目的とする助成金で、所属大学（大学の基金も含む。）によるものを 

受給すること。 
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（2）研究費の受給【SPD、PD、RPDのみ】 

     特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤについては、採用期間中に特別研究員 

としての研究課題が更に進展すると考えられる研究（共同研究等への参画を含む。）を実施する場 

合において、次の①～③の事項を全て満たす場合に限り、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費） 

以外の研究費を受給（助成を受けた研究者からの研究費の配分を含む。）すること。 

 

① 特別研究員の研究課題の研究遂行に支障が生じないこと 

② 特別研究員の研究課題と同一でないこと 

③ 受入研究機関が、特別研究員に代わり研究費を管理すること 

 

          なお、 特別研究員-ＤＣについては、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外の研究費を 

受給（助成を受けた研究者からの研究費の配分を含む。）することはできません。 

（P.19「１４．研究費の受給」、P.37「Ⅷ よくある質問 設問 1、設問 4」参照。） 

 

    （3）旅費の受給【全資格】 

① 特別研究員の研究課題遂行に必要な場合で、受入研究機関の旅費関係規定に基づく旅費（旅費

のみの支援を目的とした助成金を含む。）（実費相当分）を受給すること。 

② 出張依頼により、依頼元の旅費関係規定に基づく旅費（実費相当分）を受給すること。 

 

（4）学会への登録料や参加費に係る助成金の受給【全資格】 

特別研究員の研究課題遂行に必要な場合に限り、学会への登録料や参加費に係る助成金を受給する 

こと。 

 

９．受入研究者、受入研究機関の義務等について 

（1）受入研究者及び受入研究機関は、特別研究員の受入れに責任をもち、「日本学術振興会特別研究員

遵守事項および諸手続の手引」に定められた事項を遵守するよう指導することに同意したことを示す

受入承諾書を採用手続時に提出することとなっています。 

 

（2）受入研究者及び受入研究機関は、機関内規則等に基づき、特別研究員-ＳＰＤ、特別研究員-ＰＤ、

特別研究員-ＲＰＤに対し、必要な権限や形式的な身分を付与するなどにより、研究実施に必要な当

該機関の施設・設備・文献・標本資料・通信環境（情報システム、メールアカウント）等を利用でき

るようにするなど特別研究員の受入環境を整備してください。 

 

（3）受入研究者及び受入研究機関は、特別研究員に係る安全衛生管理について機関内規則等に基づき

必要な指導を行ってください。また、機関内で健康診断を実施する場合に受診を認めるなどの配慮を

してください。 
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（4）受入研究機関は、特別研究員-ＳＰＤ、特別研究員-ＰＤ、特別研究員-ＲＰＤから、特別研究員奨 

励費以外の応募可能な科学研究費助成事業の一部研究種目への応募希望があった場合は、「科研費応 

募資格」を付与してください。
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 １．主な手続の流れ 

  

［採用時］                  特  別  研  究  員                  日 本 学 術 振 興 会 

 

     3月上旬 

 

 

     4月上旬 

      

4 月下旬 

     5月 20日 

     6月下旬 

 

     10月下旬 

 

     11月中旬 

     12月上旬 

 

   翌年１月下旬 

 

［２.３年目］ 

    

  4月 10 日 

 

     4月 20日 

 

     10月下旬 

     11月中旬 

 

      12月上旬 

     翌年１月下旬 

 

［採用期間終了時］ 

     4月 20日 

 

 

 

  Ⅲ 採用決定後の諸手続 

採用手続  
書類提出  

年末調整関係書類送付 

年末調整関係書類送付 

年末調整準備 
年末調整 
 
 
源泉徴収票の送付  

 
必要に応じ確定申告 

証明書(ｶｰﾄﾞ型)返還(SPD,PD,RPD） 

特別研究員研究報告書，研究遂行経費支

出報告書,終了後の就職状況 

 

 

必要に応じ確定申告 

年末調整準備 

 

年末調整 

 

源泉徴収票の送付 

 

採用手続 

 

 

 

 

特別研究員研究報告書， 
研究遂行経費支出報告書提出 

年末調整関係書類作成 
 
年末調整関係書類提出 

研究の進捗状況， 
研究遂行経費支出の確認 

年末調整関係書類作成 
 
年末調整関係書類提出 

採用時特別研究員受入承諾書 

誓約書 

研究遂行経費に関する調書 等 

採用手続  
書類提出  

 

博士の学位取得証明書 

在学証明書      等 

 在学証明書（ＤＣのみ） 

就職先に提出 又は，確定申告 

 資格の確認 

源泉徴収票の送付 

返還の確認，破棄 

研究の成果，終了後の就職状況， 
研究遂行経費支出の確認 

前職の源泉徴収票提出 

採用通知 
研究奨励金の支給開始 
 

年末調整準備 
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２．振込銀行、住所等の変更及び登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について 

（1）振込銀行、住所等の変更について 

採用内定後の諸手続において登録した「振込銀行」及び「連絡先住所等（住民登録住所、送付先

住所、緊急連絡先）」を変更する場合は、「振込銀行・住所等変更届＜様式 1-2＞」を提出してくだ

さい。 

なお、振込銀行の変更は、原則として書類を受理した翌月から となります。 

また、本会からの事務連絡等の郵便物の送付先を変更する場合は、「振込銀行・住所等変更届＜様

式 1-2＞」の「送付先住所」欄に記入して提出してください。（郵便物の送付先が変更となった旨

を本会に連絡されなかったために、本会が届ける通知書等が未到着の場合でも通常通りに到着した

ものとみなします。） 

 

（2）登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について 

特別研究員採用時に登録した登録名、戸籍名、氏名のローマ字表記の変更を希望する場合は、「氏

名等変更届＜様式 1-3＞」（戸籍名の変更については、戸籍抄本を添付）を提出してください。 

登録名は通常特別研究員として本会で取り扱う際に使用する氏名で、旧姓や通称名等を使用する

ことも可能です。また、複数の氏名を登録することはできません。なお、通称名（旧姓等）のみを

登録することによる不利益・不都合等について、本会は責任を負いませんのでご注意ください。 

戸籍名については、外国人の方の場合には、「在留カード」など、日本に在留・永住を許可されて

いることを証明する書類に記載されている氏名としてください。また、ローマ字表記については、

英文証明書発行時等に使用しますので、パスポートとの整合性に注意してください。 

 

３．受入研究機関について 

（1） 特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤ 

特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤが受入研究機関として選定できるの

は、科学研究費補助金取扱規程（文部省告示）第２条に規定されている次の研究機関で、受入研究

者が在籍する研究機関（複数の機関に籍を置く研究者の場合は、その研究者が本来籍を置く機関）

に限ります。 

① 大学及び大学共同利用機関 

② 文部科学省の施設等機関のうち学術研究を行うもの 

③ 高等専門学校 

④ 文部科学大臣が指定する機関 

(ア）受入研究機関は、研究遂行上の理由等により、原則として年１回を上限として変更すること

ができます。 

（イ）研究上必要と認められる場合には、一定期間、受入研究機関以外の研究機関（外国の研究機

関を含む。）においても研究を行うことができます。なお、海外渡航については、P.13「１０．

採用期間中の海外渡航」を参照してください。 
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（2） 特別研究員-ＤＣ 

特別研究員-ＤＣにあっては、在学する我が国の大学院研究科とします。 

※「研究指導の委託」（大学院設置基準第十三条第 2 項によるもの）により、他の大学院又は研究

所等（外国の研究機関を含む。）において必要な研究を行うことができます。なお、海外渡航につ

いては、P.13「１０．採用期間中の海外渡航」を参照してください。 

 

４．受入研究機関の変更について 

（1） 特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤ 

受入研究機関は、研究遂行上の理由等により、原則として年 1回を上限として変更することがで

きます。 

過去 1 年間に受入研究機関を変更している場合は、やむを得ず本会が認める場合を除き、受入研

究機関を変更する事はできません。なお、変更日は原則として各月の 1日付となります。 

また、特別研究員-ＳＰＤ及び平成２７年度以降に採用された特別研究員-ＰＤは、大学院博士課

程在学当時の所属研究機関（大学等）を受入研究機関として変更することはできません。（平成２６

年度以前に採用された特別研究員-ＰＤは受入研究機関を変更するにあたって、大学院博士課程在学

当時の所属研究室（出身研究室）の指導教員を受入研究者とすることはできません。） 

 

現在所属の受入研究機関から変更を希望する場合は、あらかじめ本会に電話連絡の上、変更予定

日の１ヶ月前までに「受入研究機関等変更願＜様式 3-1＞」、「受入承諾書＜様式 3-2＞」を提出して

ください。  

なお、変更に当たり変更先となる研究機関について「３．受入研究機関について（1）」に関し判

断に迷う場合には、本会までお問い合わせください。 

また、受入研究機関の変更承認通知及び本会特別研究員として研究に従事していることを証する

「証明書（カード型）」は、変更月の中旬頃、新しい研究機関の長を経由して本人宛てに送付します

（４月期のみ５月下旬頃）。 

※科学研究費助成事業（特別研究員奨励費及びその他研究種目）の交付を受けている場合は、特別

研究員制度における本手続き以外に、別途、研究機関間での転出・転入手続き等が必要となりま

すので、予め受入研究機関に確認してください。 

 

（2） 特別研究員-ＤＣ 

転入学等により在学する研究科の変更を希望する場合は、あらかじめ本会に可否を確認の上、変

更予定日の１ヶ月前までに手続を開始してください。 

なお、転入学の際は、転入先が転入前と同年次以上の場合のみ変更が可能です。但し、４月期等

で進級する場合の転入学は、進級後の年次以上に転入することが必要となります。「受入研究機関

等変更願＜様式 3-1＞」、「受入承諾書＜様式 3-2＞」とあわせて、在籍年次のわかる在学証明書を

提出してください。 

受入研究機関の統廃合による機関の変更については、機関において手続を行うこととなります。 
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５．受入研究者の変更、受入研究者所属部局・職名及び特別研究員所属部局の変更 

受入研究者の異動、退職等により、同じ研究機関内で受入研究者の変更が必要となる場合は、あらかじめ 

本会に電話連絡の上、「受入研究者変更届＜様式 4＞」を変更予定日の 1ヶ月前までに提出してください。 

なお、受入研究機関を変更する場合は、前述「４．受入研究機関の変更について」を参照し、必要な手続 

をしてください。この場合は「受入研究者変更届＜様式 4＞」の提出は不要です。 

また、受入研究者又は特別研究員が同一機関内で所属部局の変更があった場合や、受入研究者の職名が変 

わった場合についても、上記届出が必要です。 

特別研究員-ＰＤは受入研究者を変更するにあたって、大学院博士課程在学当時の所属研究室（出身研究室） 

の指導教員を受入研究者とすることはできません。 

特別研究員－ＤＣの場合は、大学院博士課程学籍上の正式な指導教員が受入研究者となります。 

特に、研究指導の委託を行っている場合においても、受入研究者は委託先の教員ではなく本籍の大学院に 

おける正式な指導教員となりますので、ご留意ください。 

 

６．採用後の学位取得等による資格の変更（特別研究員-ＤＣから特別研究員-ＰＤへの資格変更） 

特別研究員－ＤＣが、特別研究員採用中に、博士の学位を取得又は人文学、社会科学の分野にあっては、

満期退学（以下、「学位取得等」という。）する場合は、取得日が判明した時点で本会に電話連絡の上、学位

取得等の日から１ヵ月以内【必着】に以下①～③の書類を提出してください。 

 

① 「資格変更願＜様式 5-1＞」 

② 「受入承諾書＜様式 5-2＞」 

③ 「博士の学位取得証明書 ※1」又は「標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得の上退学したこ 

とを証する書類 ※2」 

※「博士の学位取得証明書」とは、取得した学位の種類（例：博士（工学））と、学位の取得年月日の記載がある証明書のこと

で、名称は「学位授与証明書」「修了証明書」等でも構いません。但し、学位記等のコピーは不可です。なお、証明書の右上に

「採用年度・資格・領域・受付番号」を記入してください。 

※2人文学、社会科学分野の満期退学者のみ。証明書の右上に「採用年度・資格・領域・受付番号」を記入してください。なお、

満期退学をした後、採用期間中に学位を取得した際は、① 「学位取得届＜様式 13＞」及び② 「博士の学位取得証明書」を学

位取得の日から１ヵ月以内に提出してください。 

 なお、学位取得等をしたにもかかわらず、上記①～③の書類が期限内に提出されない場合は、採用を取り 

消す場合があります。 

この手続により、学位取得等の日の翌月の１日から採用期間の残期間について、特別研究員-ＰＤに資格 

を変更します。（特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤとして採用内定された者で、採用時までに博士の学 

位を取得できず、特別研究員-ＤＣ２として採用されていた者が、その採用期間中に特別研究員-ＰＤの資 

格を満たした場合は、この手続により、採用期間の残期間を１年間延長し、特別研究員－ＰＤの学位取得 

者に支給する研究奨励金が支給されます。特別研究員－ＳＰＤに内定していた者についても、資格変更後 

の資格は特別研究員－ＰＤとなります。） 
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資格変更後の研究奨励金の支給額は以下のとおりとなります。 

【平成２６年度以前採用者】 

・学位取得者：特別研究員-ＰＤと同額（平成２７年度月額 362,000円） 

・満期退学者：特別研究員－ＤＣと同額（平成２７年度月額 200,000円） 

【平成２７年度以降採用者】 

・学位取得者、満期退学者：特別研究員－ＤＣと同額（平成２７年度月額 200,000 円） 

 

本会での手続き後に、資格変更の承認通知及び本会特別研究員として研究に従事していることを証する

「証明書（カード型）」を、学位取得等の翌月下旬頃、受入研究機関を経由して本人宛てに送付します。 

また、新規に特別研究員-ＰＤとして採用するものとは異なりますので、所属研究室を変更する必要はあ 

りません。 

    なお、学位取得等に伴う資格変更の際には、我が国の永住許可は必須要件ではありません。永住許可を 

有していない外国人の方も、必要な在留資格を取得できる場合には、特別研究員－ＰＤに資格変更するこ 

とができます。 

 

（参考）学位取得等に係る提出書類と研究奨励金額について 
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７．採用第２年度以降の資格確認 

特別研究員-ＤＣが、前述６．による資格変更がなく、採用第２年度以降も特別研究員-ＤＣを継続する場

合は、毎年４月１日以降の日付で交付された在学証明書（博士課程への入学年月日又は在学年次が記載され

たもの。休学期間がある場合は、休学期間を明記した在学証明書か、休学期間を証する証明書を添付）を ４

月１０日（必着）までに提出してください。 

提出の際には、在学証明書の右肩（封筒に入っている場合は開封してください。）に「採用年度」、｢資格」、 

「領域」、「受付番号」を必ず記入してください。 

なお、期限までに提出がない場合は、証明書の発行及び研究奨励金の支給を停止し、特別研究員の採用を 

取り消すことがあります。 

 

８．研究計画の変更 

特別研究員は、「日本学術振興会特別研究員申請書」に記載の研究課題及び研究計画に基づき研究に専念す 

ることを義務づけられていますので、原則として研究課題、研究計画の変更はできません。 

但し、研究計画については、研究の進展状況による変更の必要であれば必ずしもこの限りではありません。 
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９．中途辞退 

採用期間の中途で特別研究員を辞めることを｢中途辞退｣と言います。 

特別研究員が、①就職する場合、②特別研究員として研究が遂行できない場合、③特別研究員-ＤＣ（特 

別研究員-ＰＤで採用内定され、学位未取得等のため特別研究員-ＤＣとなった場合を含む。）で、｢６．採 

用後の学位取得等による資格の変更｣以外の事由により、大学院に在学しなくなる場合（休学（出産・育児 

に係る採用中断を除く）、留学及び停学を含む。）、④その他特別研究員を中途辞退する必要が生じた場合は、 

必ず本会まで電話連絡の上、その辞退予定日の１ヶ月前までに｢特別研究員辞退願＜様式 8＞｣を提出してく 

ださい。また、月の途中で辞退した場合、当該月の研究奨励金は減額されることがあります。（P.29「特別 

研究員の研究奨励金に関する取扱要項」参照） 

｢特別研究員辞退願＜様式 8＞｣を受理及び承認後、辞退の承認通知及び当該年の源泉徴収票を、辞退日 

の翌月下旬頃、辞退願に記載の「今後の連絡先」（国内）宛てに送付します。 

また、中途辞退した際には、「特別研究員研究報告書＜様式 9-1＞」、「研究遂行経費の支出報告書＜様式 

9-2＞」（該当者のみ）及び「特別研究員の就職状況（調査票）＜様式 9-3＞」を、辞退日から２０日以内

に提出してください 。特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤの場合は、本会特別研

究員として研究に従事していることを証する「証明書（カード型）」を、併せて返還してください｡ 

なお、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費及びその他研究種目）の交付を受けている特別研究員

が、 

交付を受けている年度の途中で特別研究員を中途辞退する場合には、上記手続きの他に、受入研究機関を

通して別途本会科学研究費助成事業担当部署への補助事業廃止承認申請等の手続きが必要となります。 

予め受入研究機関の事務局と連絡をとり 、遺漏のないようにしてください。 

 

１０．採用期間中の海外渡航 

世界レベルの研究を推進していく上で海外における研究経験は極めて重要であり、優れた研究者養成の 

観点から若手研究者の海外における研究活動を積極的に推進しております。 

このようなことから、特別研究員-ＳＰＤ、特別研究員-ＰＤ又は特別研究員-ＲＰＤに採用された者は、 

採用期間中に海外の研究機関等において研究活動（フィールドワーク、資料・文献収集、学会発表等を含 

む）を積極的に行うことを奨励します。 

なお、特別研究員は、学生として海外の大学・大学院に在籍する留学はできません 。 

 

（1） 海外渡航届の提出について 

研究上の必要がある場合は、一時的に外国の研究機関で研究を行うことができます。海外渡航期

間が２８日以上に及ぶ場合は、渡航１ヶ月前までに「特別研究員海外渡航届＜様式 7＞」を提出し

てください。期間内にこの届が提出されなかった場合、又は特別研究員として渡航する必要がある

とは認められない場合には、渡航を差し控えていただくこともあります。 
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※特別研究員-ＤＣの海外渡航時には、下記のいずれかの書類を添付してください 

① 研究指導の委託（大学院設置基準第十三条第 2 項によるもの）の場合 
所属研究科が研究指導の委託を承認した旨の所属研究科発行の「研究指導委託承認証明

書＜様式 7別添-1＞」（本会指定様式にある必要事項が記載されていれば、本会指定様式以

外でも可） 
② 国際連携専攻（大学院設置基準第三十五条に基づき設置されたもの）履修の場合 

国際連携専攻履修を証明した所属研究科発行の「国際連携専攻履修証明書＜様式 7別添-2 
＞」 

③ 研究遂行の場合 
受入研究者記載の「特別研究員海外渡航計画書＜様式 7 別添-3＞」（特別研究員としての

研究遂行上の意義、渡航中の研究指導方法等についての説明を含むこと。ワープロ等によ

る記名なら要押印）。 

 

      なお、海外渡航届に記載した渡航期間を変更（一時帰国除く。）する場合について、変更する渡

航期間が２８日に満たない場合は、本会（０３－３２６３－４９９８）まで電話によりお申し出く

ださい。２８日を超える場合には、海外渡航届を再提出してください。 

また、海外渡航後に変更する必要が生じた場合には、帰国後速やかに海外渡航届を再提出してく

ださい。但し、いずれの場合においても、通算渡航期間の上限を超えることはできません。 

 

（2） 通算渡航期間の上限について 

通算渡航期間の上限は、特別研究員－ＳＰＤは採用期間の２／３、特別研究員－ＰＤ・ＲＰＤ・

ＤＣは採用期間（資格変更を行った場合は、資格変更前後の通算期間）の１／２です。但し、特別

研究員－ＤＣの「①研究指導の委託の場合」及び「②国際連携専攻履修の場合」による渡航期間は、

通算渡航期間から除外されます。 

 

（3）海外渡航期間中の本会との連絡について 

本会からの連絡が正しく届くようにしてください。海外渡航期間中であっても、本会はあらかじ

め届け出られた国内の連絡先にしか通知しませんので、滞りなくそれが処理されるよう手配してく

ださい。そのため、国内の連絡先あるいは書類送付先を変更する場合、又は元に戻す場合でも、「振

込銀行・住所等変更届＜様式 1-2＞」を用いてください。 

なお、海外渡航期間中であっても年末調整関係書類や特別研究員研究報告書等の提出期限に遅れ

ることは容認されません。押印が必要な書類にも対応できるようにしてください。 

また、特別研究員への連絡事項は、特別研究員への「掲示板」にも随時掲載しますので、適宜確 

認してください。（http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_keiji.html） 
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（4） 海外における研究活動に関する注意事項について 

平成 13 年 5 月に発生した邦人研究者による米国経済スパイ法違反容疑問題に続き、平成 14 年 6

月にも日本人研究者が所属研究機関から研究試料を持ち出す等の同法違反容疑で逮捕されるなど、

海外の研究機関において研究活動に従事する日本人研究者の関係した事例、とりわけ研究開発成果

の取扱いに関連した事例が発生しており、これらを受けて、海外で研究活動を行う日本人研究者の

研究試料や研究成果の取扱いに対する認識の甘さが指摘されています。 

こうしたことを受け、本会では、特別研究員として採用された若手研究者が、海外で研究活動に

従事するに当たり、滞在先において支障を生じないよう、注意いただきたいと考えています。 

また、文部科学省においては、海外の研究機関において研究活動に従事する日本人研究者を対象

とした「海外における研究活動に関する注意事項」が取りまとめられました。 

 海外において研究活動に参加する場合、研究活動に係るルールや手続等が、日本における研究の

慣行と著しく異なる場合がありますが、これらを十分に把握・理解しないまま研究活動を続けるこ

とにより、トラブルに巻き込まれる危険が高くなるものと考えられます。これらに対処すべく、本

｢注意事項」は、これから海外の研究機関で研究活動を開始する者、また、現在研究を行なってい

る者を対象に、海外の研究機関における研究活動において、特に注意する点をまとめたものです。 

 ついては、「注意事項」（P.22～）を熟読の上、海外研究機関において円滑に研究活動を行えるよ

うにしてください。 

 更に、海外に渡航・滞在される場合は、国際情勢に十分留意し、誘拐、脅迫、テロ等の不測の事

態に巻き込まれることのないよう、外務省が発出する海外安全情報 ※及び報道等により、最新の治

安情勢等の関連情報の入手に努めるとともに、日頃から危機管理意識を持つよう努めてください。 

特にテロの標的となりやすい場所（政府・軍・警察関係施設、欧米関連施設、公共交通機関、観

光施設、デパートや市場等不特定多数が集まる場所等）を訪れる際には、周囲の状況に注意を払い、

不審な人物や状況を察知したら速やかにその場を離れる等、安全確保に十分注意を払ってください。 

※外務省 海外安全ホームページ 

    http://www.anzen.mofa.go.jp/ 
  

１１．成果発表 

学術雑誌等で研究成果を発表する場合は、本会の特別研究員である旨を明記してください。明記の例は 

下記のとおりです。 

例）１．（独）日本学術振興会特別研究員ＰＤ 

 ２．日本学術振興会特別研究員ＰＤ（○○大学大学院○○研究科） 

  ３．◇◇大学大学院◇◇研究科・日本学術振興会特別研究員ＤＣ など 

４． Research Fellow of Japan Society for the Promotion of Science 

（略称：ＪＳＰＳ Research Fellow） ※日本学術振興会特別研究員の英文名 

 

１２．出産・育児に係る採用の中断及び延長の取扱い 

特別研究員は、採用期間中、申請書記載の研究計画に基づき研究に専念することを義務付けられていま 
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すが、男女共同参画社会の実現、女性研究者が働きやすい環境整備の一環として、出産・育児に伴い研究 

に専念することが困難な場合においては、以下のとおり採用の中断及び延長を可能としています。 

 

（1）対象者 

特別研究員であって出産（妊娠４ヶ月以上の死産及び配偶者等の出産を含む。）及び１歳６ヶ月未 

満の子を養育するため、採用の中断及び延長を希望する者を対象とします。 

 

（2）中断回数及び中断期間 

・中断回数 

 １人の子につき１回とします。 

・中断期間  

（出産（配偶者等の出産を含む）・育児の場合） 

原則として、出産予定日の６週間前の日の属する月の初めから、子が満１歳６ヶ月に達する日が 

属する月の末までとします。 

(妊娠４ヶ月以上の死産の場合) 

原則として、死産が判明した日の属する月の初めから３ヶ月以内、又は死産が判明した日の属す 

る月の翌月の初めから２ヶ月以内とします。 

 

申請は１ヶ月単位とします。なお、複数回中断する場合であっても、原則として通算２０ヶ月を中 

断期間の上限とします。 

 

（3）研究再開準備支援の取扱い 

出産・育児により研究に十分な時間を割けない者や、採用の中断から本格的再開に向け、短時間 

の研究継続を希望する者は、中断期間内において、当該採用の中断開始日の前日における採用期間の 

残期間の２倍の月数を上限とし、研究再開準備支援を受けることができます。 

  申請は２ヶ月単位とします。 

 

（4）採用を延長する期間 

採用の中断が承認された月数につき、採用期間を延長します。但し、研究再開準備支援の取り扱 

いを受けた期間は、承認された月数の２分の１の期間につき、採用期間を延長します。 

 

（5）研究奨励金の取扱い 

中断期間中は、研究奨励金を支給しません。また、採用を再開する月から、研究奨励金の支給を 

再開します。但し、研究再開準備支援中は、研究奨励金月額の半額を支給します。 

なお、採用の再開後又は研究再開準備支援開始後の研究奨励金は、その時点の単価を基に支給し 

ます。 
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（6）特別研究員の義務の免除等 

中断期間中は、特別研究員の研究専念義務を免除します。 

但し、研究報告書は当該年度の全ての期間において採用の中断をした場合を除き、翌年度の４月 

２０日までに提出する必要があります。 

また、採用の中断中であっても特別研究員の資格は有し、研究専念義務の免除を除き遵守事項等

は免除されるものではありません。 

 

（7）特別研究員－ＤＣが休学した場合の取扱い 

特別研究員－ＤＣについては、大学院博士課程を休学した場合は、特別研究員の資格を喪失する 

こととなっておりますが、中断期間中（研究再開準備支援中は除く。）に限り、大学院博士課程を休 

学した場合でも、特別研究員の資格を継続することとします。 

 

（8）研究費（科学研究費助成事業）の取扱い 

科学研究費助成事業（特別研究員奨励費及びその他研究種目）の交付を受けている特別研究員が、 

採用の中断の扱いを受けた場合には、上記手続きの他に、受入研究機関を通して別途補助事業中断承 

認申請の手続きを行うことにより、中断時点で未使用分の研究費を、翌年度以降に交付されることが 

可能となります。また、年度内に採用の中断を取得し、研究を中断し、かつ年度内に採用を再開し、 

研究を再開した場合であって、翌年度以降の実施変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合、受入 

研究機関を通して研究期間延長承認申請の手続きを行うことにより、研究期間の延長が可能となりま 

す。予め受入研究機関の事務局と連絡を取り、遺漏のないようにしてください。 

  

（9）手続き 

「特別研究員採用中断願＜様式 12-1＞」に必要事項を記載し、出産・育児の事由が生じたことを証 

明する書類（母子手帳の表紙及び出産予定日の分かる部分の写し等）を添付の上、原則として採用 

中断の開始を希望する月の初めから１ヶ月前までに、受入研究機関の事務局を経由して本会までご提 

出ください。その際、事前に本会まで電話にてご連絡ください。 

また、採用を再開する際は、「特別研究員採用中断再開願＜様式 12-3＞」及び「受入承諾書＜様 

式 3-2＞」の提出が必要となりますので、中断願と同様の手続きで提出する必要があります。 

なお、研究再開準備支援を開始する場合も同様に「特別研究員採用中断再開願＜様式 12-3＞」及 

び「受入承諾書＜様式 3-2＞」の提出が必要となりますが、研究再開準備支援期間終了後そのまま採 

用を開始される場合は採用開始時において上記＜様式 12-3＞及び＜様式 3-2＞を再度提出する必要 

はありません。 

既に申請している採用中断期間等の変更を希望する場合は、変更を希望する月の初めから１ヶ月 

前までに本会に連絡し、受入研究機関の事務局を経由し「特別研究員採用中断期間変更願＜様式 12-2 

＞」を本会までご提出ください。 

なお、特別研究員－ＤＣについては、採用継続資格確認のため、中断中であっても 4 月期の在学 

証明書の提出が必要です。 
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例） 

    

１３．インターンシップ参加への取扱い 

特別研究員-ＤＣを対象とする雇用契約に基づくインターンシップへの参加は以下に該当する場合に限 

り可能です。 

    なお、インターンシップ参加を予定している場合、参加の 40日前までに本会に連絡の上、本会からの 

許可を受けるようにしてください。また、インターンシップ参加に伴い海外渡航期間が 28 日以上に及ぶ 

場合は、「特別研究員海外渡航届＜様式 7＞」も併せて提出してください。（P.13「１０．採用期間中の海

外渡航」参照） 

 

① インターンシップの内容が、特別研究員の研究計画の実施に資する研究トレーニングとなるものであ

ること 

② 当該インターンシップが①に該当し、研究者養成の観点から当該インターシップへの参加が適切であ

るものとして、所属する大学の長又は部局の長が参加を許可したものであること 

③ 参加期間は、原則として各年度（４月から翌年３月まで）３ヶ月以内とし、採用期間中において通算

して６ヶ月以内であること 

 

（1）特別研究員の義務等 

インターンシップ参加中であっても、特別研究員としての研究計画に基づく研究専念義務があり、

特別研究員遵守事項が免除されるものではありません。 

研究報告書についても、提出義務がありますのでご注意ください。 

 

（2）研究奨励金の取扱い 

  当該インターンシップに参加する場合、雇用契約に基づいて契約先から報酬が支払われるため、 

 雇用契約日数に応じ次のとおり研究奨励金の調整を行います。 

・当該月中のうち雇用契約日数が 15 日以下：当該月分の２分の１を支給しない 

・当該月中のうち雇用契約日数が 16 日以上：当該月分の全額を支給しない 
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（3）手続き 

「特別研究員インターンシップ参加願＜様式 14＞」に必要事項を記載し、以下の書類を添付の上、

インターンシップ参加予定日の１ヶ月前までに受入研究機関の事務局を経由して本会までご提出く

ださい。 

 

① 雇用契約書の写し又はこれに相当する書類（インターンシップ先名称、インターンシップ参加

期間、雇用契約期間が分かるもの） 

② 所属する大学の長又は部局の長による参加を許可した書類（様式任意） 

③ インターンシップ参加計画書＜様式 14別添＞ 

 

１４．研究費の受給 

（１） 特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤ 

     特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤについては、採用期間中に特別研究員 

としての研究課題が更に進展すると考えられる研究（共同研究等への参画を含む。）を実施する場合に 

おいて、次の①～③の事項を全て満たす場合に限り、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外 

の研究費を受給（助成を受けた研究者からの研究費の配分を含む。）することが可能です。受給する研 

究費については、受入研究機関に相談の上、責任を持って適切に管理してください。 

 

① 特別研究員の研究課題の研究遂行に支障が生じないこと 

② 特別研究員の研究課題と同一でないこと 

③ 受入研究機関が、特別研究員に代わり研究費を管理すること 

   

研究費を受給する場合には、「特別研究員研究費受給届＜様式 15＞」に必要事項を記入し、研究費受

給開始の１ヶ月前までに（科学研究費助成事業については、受給しようとする科研費の交付申請後１ヶ

月以内に（補助事業期間の途中で研究分担者に追加された場合には本会承認後１ヶ月以内に））受入研

究機関の事務局を経由し本会まで提出してください。 

なお、研究費受給（配分）額に変更があった場合には、本会（０３－３２６３－４９９８）まで電話

によりお申し出ください。 

 

（２） 特別研究員-ＤＣ 

        特別研究員-ＤＣについては、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外の研究費を受給（助成 

を受けた研究者からの研究費の配分を含む。）することはできません。 

 

１５．研究報告書 

 「特別研究員研究報告書＜様式 9-1＞」は、毎年、本会に直接提出してください。提出期間は、採用期間

中の場合は４月１日～２０日、採用満了、中途辞退の場合は満了、辞退日から２０日以内です。研究報告

書は、必ず受入研究者が内容を確認し、評価を記入の上、署名欄は必ず押印してください。 
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また、平成２７年度以前採用者については、平成２８年度分の研究報告書において、研究倫理教育教材

の履修等に係る報告をしてください。 

 期限内に研究報告書が提出されない場合や研究報告書の内容に虚偽の記載があった場合及び研究実施の

確認ができない場合は、特別研究員としての採用を取り消し、支給済みの研究奨励金の返納を求めること

があります。（当報告書は、科学研究費補助金（特別研究員奨励費）の実績報告書とは、別に提出する必要

があります。） 

 なお、本会より研究報告書の記載内容等について問い合わせる場合があるので、研究報告書提出の際は

必ずコピーをとり、保管してください。 

 研究成果等が、新聞及び雑誌等に記事が掲載された場合には、その写しを一緒に提出してください。 

 

１６．研究遂行経費の支出報告書 

 研究遂行経費の取扱いを希望した者は、翌年度の４月２０日（採用満了、中途辞退の場合は満了日、辞

退日から２０日以内）までに「特別研究員研究報告書＜様式 9-1＞」と一緒に、「研究遂行経費の支出報告

書＜様式 9-2＞」を本会へ提出してください。 

   なお、記入例等詳細は P.25～26を参照してください。 

 

１７. 特別研究員の就職状況調査 

   採用終了時もしくは辞退時には、「特別研究員の就職状況（調査票）＜様式 9-3＞」を提出してください。

これは、国費によって若手研究者を支援する特別研究員事業が、研究者の養成において有効に機能し、我

が国の学術や産業の発展に資するものとなっているかを判断する客観的指標のひとつとして、統計的に集

計するものです。個々人の情報を公開することは一切ありません。なお、採用期間終了後１０年程度、定

期的に本調査を依頼します。本調査への協力が特別研究員採用の条件となっておりますので、ご協力をお

願いします。 

 

１８．諸証明 

採用後に本会が発行する証明書は以下の２種類のみです。 

（1）採用証明書（和文・英文） 

   特別研究員として採用されたことを証する「採用証明書」が必要な場合は、返信用封筒（正確に宛 

名を記入し、切手を貼ってください。）を同封の上、「特別研究員採用証明書等交付願＜様式 10＞」（以 

下「交付願」という。）を郵送してください。交付願が本会に到着してから発行まで数日を要するため、 

余裕を持って依頼してください。 

   なお、採用資格が確認され、採用決定が通知されるまで(おおむね採用月の下旬以降）、「採用証明書」 

は発行できませんので、採用決定が通知された後に交付願を郵送してください。 

 

※ 日本学生支援機構奨学金については、同機構の定めるところにより、所定の期間、免除職就職期限の

延期等の適用があります。同機構の「免除職就職届」、「免除職就職期限延期願」、「返還猶予願」の提出

のため本会からの採用証明書が必要な場合、上記のとおり申請してください。但し、日本学生支援機構

奨学金免除職の適用等の詳細は、同機構に問い合わせてください。 
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※返送料金の目安（封筒の厚みにより多少の変動があります。）（なお、証明書１通あたり５gです。） 

定形（長形３号封筒） 証明書交付枚数 定形外（角形２号封筒） 証明書交付枚数 

82 円 １ ～ ３枚 120 円 １ ～ ６枚 

 

（2） 証明書（カード型）（特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤ） 

   大学院生としての身分を持たない特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤには、 

  本会特別研究員として研究に従事していることを証する「証明書（カード型）」を、採用又は資格変更 

  等の月の下旬に研究機関の長を経由して本人宛てに送付します。 

 

１９．採用期間終了後の連絡 

特別研究員の採用期間終了後の状況等に関する資料等を作成しますので、「就職」、「転任」、「転居」、 

｢学位取得」等の異動があった場合は、「特別研究員採用期間終了後の異動届＜様式 11＞」により本会へ連 

絡してください。 
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＜参考＞  

  研究振興局  研究環境・産業連携課 

  科学技術・学術政策局 国際交流官付 

平 成 １ ４ 年 ７ 月 ３ １ 日 

◎海外の研究機関において研究に従事する皆様へ 

 

海外における研究活動に関する注意事項 

 

 海外において研究活動に参加する場合、研究活動に係るルールや手続等が、日本における研究の慣行と

著しく異なる面がありますので、これから海外の研究機関において研究活動に従事する皆さんにおかれま

しては、所属機関の規定あるいは滞在先の国内法規等の把握・理解に努め、これらに違反することになら

ないよう、また、滞在先において周囲に誤解を与えることのないよう十分ご注意ください。 

 なお、既に海外において研究活動に従事されている皆さんにおかれても、改めて所属機関の規定あるい

は滞在先の国内法規等の把握・理解に努めるなど十分ご注意ください。 

 

 例えば、以下のような点については十分な留意が必要と思われます。 

 

 ○留意すべき事項 

 

チェックその１ 研究成果物の取扱いはどうなっているのか？ 

 

 例えば米国の大学、研究機関における研究開発成果の取扱いについては、以下のような対応をしている

ところが多く見られます。 

(1) 研究成果物（特許、試料、ソフトウェアなど）は、全て研究者が所属する研究機関に帰属するとして

いる。 

(2) 研究の内容については、機関が供与する「ノートブック」に記載を義務付けられている場合がある。 

この場合、「ノートブック」とともに実験データあるいは研究成果を記載した種々の媒体なども上記成

果に含められることもある。 

(3) 研究機関に帰属する研究成果物の移転及び情報の公開についても、所属研究機関の了承を必要とする。 

(4) 研究者が所属研究機関を去る時に、上記成果物を許可なく持ち出すことを禁じている場合がある。ま

た、それらのコピーを取り持ち出すことも承認を得なければならない場合がある。 

 

 これらについては、各研究機関がガイドラインとして文書で規定しているので、研究活動をはじめるに

あたっては、所属研究機関のこれらの規定を確認の上十分な注意をお願いします。（特に、所属研究機関を

変更したり、海外での研究活動を終了して日本に帰国する際には、上記（3）（4）の確認を十分した上で研

究成果物の移転等を行うよう十分注意願います。） 
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チェックその２ 合意書への署名の前に十分内容を理解・確認したか？ 

 

 研究機関が研究者を受け入れる際には、前記研究成果の取扱いを含む合意書に署名を求められること

がありますので、内容的に疑問があれば、理解できるまで質問する等十分内容を理解・確認した上で署

名してください。 

 

 

チェックその３ 研究活動等に係る国内法規等に対する注意は十分か？ 

 

 例えば、米国においては研究成果物を研究機関の所有としている場合、無断で持ち出したり情報を開

示したりすると、研究機関と研究者の契約違反という民事上の責任を問われるのみならず、産業スパイ

法違反として刑事法上の罪を問われる可能性があるなど、国によっては日本と異なる法令の規定等を有

するものもありますので、自分の滞在先の国内法規等の把握・理解に努めるなど、十分な注意をお願い

します。 

 

 上記はあくまで事例であり、滞在先及び所属研究機関の事情により上記以外にも注意すべき点がある

場合も考えられますので、海外において研究活動に従事される際には、自らの判断に頼るだけでなく所

属機関の事務局や自分の上司等に相談するなどして、研究活動に係るこれらの情報の把握に努めてくだ

さい。 

 

 

（参考） 

 

○米国ＭＩＴの技術の所有、配分及び商業化についてのガイド 

 （Guide to the Ownership、Distribution and Commercial Development of M.I.T．Technology）  

  http://web.mit.edu/tlo/www/community/guide1.html (～/guide6.html) 

 

○米国ＭＩＴの発明と所有の情報に関する合意書 

  (Inventions and Proprietary Information Agreements) 

   http://web.mit.edu/tlo/www/community/propinfo.html 

 

○米国産業スパイ法（別添参照） 
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  ＜参考＞ 
 

米国経済スパイ法について 

 

 ○発効：1996年 10月 11日 

 

 ○目的：外国政府機関が関係するスパイ行為及び個人または企業を利するためのトレード・シークレッ 

     トの侵害行為に対する処罰 

※トレード・シークレットとは 

秘密性を持つ経済的価値ある全ての科学的、技術的または経済的情報 

・所有者がその情報の秘密性を保持するための合理的な措置を取っていること 

・その情報が公衆に一般に知られておらず、また公衆が合理的手段により容易に調べることがで

きないもの 

（ex.ノウハウ、特許取得に向けて開発中のもの、入札における入札予定額） 

 ○構成：外国政府機関が関係するスパイ行為(1831条)及び個人または企業を利するためのトレード・シ

ークレットの盗罪(1832条)の２つのタイプのトレード・シークレットの侵害行為について規定 

 経済スパイ(1831条) トレード・シークレットの盗罪(1832条) 

法で保護され

ている対象 

（保護法益） 

 

トレード・シークレット 

 

 

同左 

但し、州際または外国通商のため生 

産され、または流通におかれる製品に 

関するもの 

法に抵触する 

客観的行為 

 

 

・窃取、コピー、複製、スケッチ、模写、 

 写真化、ダウンロード、アップロード 

 等  

・許可なく獲得、譲渡等されたことを知 

 りつつ、受領、購入 

・上記犯罪の企画、共謀、予備 

同左 

 

 

 

 

行為者の主観 

 

 

・外国政府、外国機関または外国係官の 

 利益になることを知っている 

・故意 

 

・トレード・シークレット所有者以外 

 の者の経済的利益のために横領、か 

 つ、所有者を害することを知ってい 

 る 

・故意 

法定刑 

 

対個人：50万ドル以下の罰金、15年の自

由刑 

対企業：1000万ドル以下の罰金 

罰金額については不正取得者の得た利益

or 被害者のこうむった損失額の２倍以

下の額と選択可能 

対個人：25 万ドル以下の罰金、10 年以

下の自由刑 

対企業：500万ドル以下の罰金 

同左 

 

 

 ※その他 没収（1834条）、秘密保護（1835条）、民事手続きの仮処分（1836条）、合衆国国外の行為 

  への適用（1837条）など規定 
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１．研究奨励金 

（1） 支 給 日 

 研究奨励金は、銀行振込により原則として毎月２０日に支給します。但し、その日が土曜日、日

曜日、祝日の場合は、翌営業日となります。 

 また、毎年４月分は５月分と一緒に５月に支給します。 

なお、採用月の研究奨励金の支給は、翌月分と一緒に翌月に支給します。 

（2） 振 込 先 

 振込先は日本国内の銀行又は信用金庫に限ります。振込先口座名は、必ず本人名義としてくださ

い。振込先口座（口座名義の変更も含む）を変更する場合は、「振込銀行・住所等変更届＜様式 1-2

＞」を提出してください。原則として翌月の支給分より変更します。 

※ 研究奨励金は、給与所得として課税の対象になります。 

 

２．研究遂行経費 

研究奨励金のうち、生活に係る経費ではなく、「日本学術振興会特別研究員申請書」に記載された研究課 

題及び研究計画を遂行するために要する経費 については、特別研究員本人からの申告により、研究奨励金の 

３割相当額を「研究遂行経費」として課税対象（所得税・住民税）より除外することができます。「研究遂行 

経費」の取扱いは、年度単位（4月～翌年 3月まで）で行います。 

この取扱いを希望する者は、研究遂行経費としての支出が当該年度の 研究奨励金額の３割相当額以上とな 

ることが確実に見込まれるか十分慎重に検討した上で 、別紙の採用手続書類「研究遂行経費に関する調書＜ 

採用 5＞」にてその旨申告してください。当該申告に基づき、本会において毎月の研究奨励金から３割相当

額を除いた額を基礎として税額を計算し、源泉徴収します。 

この取扱いを受けた者は、定められた期限内に「研究遂行経費の支出報告書＜様式 9-2＞」（以下、支出報

告書という。）を提出しなければなりません。支出報告書が未提出の場合及び、研究遂行経費としての支出

が当該年度の研究奨励金額の３割未満であった場合は、追徴課税を行いますのでご注意願います 。 

なお、この取扱いを希望しない者も、別紙の採用手続書類「研究遂行経費に関する調書＜採用 5＞」にて 

その旨申告してください。（P.29「特別研究員の研究奨励金に関する取扱要項」参照） 

※ 研究遂行経費とは、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）、及び特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員

-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤが他に受給している研究費とは別のものです。 

 

 

  

  Ⅳ 研究奨励金の支給 

 ＜研究遂行経費のイメージ 例：特別研究員-DCの場合＞ 

                       課税対象                            非課税            

  

生計の維持に必要な経費               研究遂行経費        

                       １４万円                   ６万円             

                             

研究奨励金（月額） ２０万円                                            
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３．研究遂行経費の支出報告書の提出 
研究遂行経費の取扱いを希望した者は、翌年度の４月２０日（採用終了、中途辞退の場合は、それぞれ終 

了日、辞退日から２０日以内）までに、「特別研究員研究報告書＜様式 9-1＞」と併せて「研究遂行経費の支 

出報告書＜様式 9-2＞」を本会へ提出してください。 

期限までに提出がない場合は、研究遂行経費としての支出が無かったものとみなされ、追徴課税を行いま 

すのでご注意願います。また、提出の際は、必ずコピーをとり、計上した品目の証拠書類（領収書等）と共 

に５年間保管してください。本会より、当該書類の提出を求める場合があります。 

なお、授業料やガソリン代等の生活に係わるものは、研究遂行経費の支出金額に含めることはできません。 

＜研究遂行経費の支出報告書の記入例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．翌年度以降の研究遂行経費の取扱いの変更 
研究遂行経費の取扱いの有無は、毎年度年度開始前に届け出ることにより変更することができます。 

変更を希望する場合は、「平成○○年度以降の研究遂行経費取扱い変更届＜様式 2-2＞」により、毎年度２

月末までに、届け出てください。 

変更を希望しない場合は、特に手続を行う必要がありません。なお、上記期日までに届け出のない場合は、 

変更を希望しないものとして取扱います。 

 

５．所得税の源泉徴収 
研究奨励金は、給与所得として課税されますので、毎月所得税を源泉徴収の上支給し、１２月に年末調 

整を行います。年末調整に必要な書類は、毎年１０月に送付しますので、その際指定する期日（１１月中旬） 

までに作成し、提出してください。 

なお、平成２８年４月から１０月までの間に採用される者で、前職において平成２８年中（平成２８年１ 

月以降、採用開始月の前月まで）の給与所得がある場合は、源泉徴収票が発行され次第、「平成２８年分給与 

所得の源泉徴収票貼付台紙＜様式 17＞」により本会に提出してください。（特別研究員－ＤＣが、平成２８ 

年４月以降も引き続き、同一の機関からティーチング・アシスタント(TA)等の報酬を受給する場合等は、源 

泉徴収票の提出は不要です。） 

 

 

 

支 出 項 目 支 出 金 額 摘  要 

 
 
１ 学会関係経費 

 ［学会の会費（ジャーナル代を含む。）、学会誌 

 への投稿料（抜刷購入費を含む。）等］ 

 

 
２ 各種研究集会等への参加費 

 （学会シンポジウムなど各種研究集会の参加費、 

 国内旅費及び外国旅費） 
 
 
 
３ 学術調査に係る経費 

 （国内外の学術調査、研究打合せ経費） 

 
 
４ 自宅での研究に必要な経費 

 （書籍・パソコン購入費、パソコン通信費、文具費等） 

 
 
 
５ 所属・関連機関への交通費 
 （自宅からの通勤定期代、電車賃等） 

円 
 

129,328 
 
 
 
 

415,903 
 
 
 
 
 

235,986 
 
 
 

472,898 
 
 
 
 

71,120 

 

 

○○学会参加費 

××誌投稿料 

論文英文校正料 

 

 

○○学会シンポジウム 

参加のための旅費（東京-ワシ

ントン航空費等含） 

 

 

 

△△セミナー参加費、調査のた

めの交通費、経費 

 

 

パソコン周辺機器、CD-R, 

辞書、文房具購入費 

 

 

 

所属機関への定期代 

支  出  合  計 
1,325,235 

（科研費に計上したものは、記載

することができません。） 
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研究奨励金に課税される所得税額の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
    

（注）１．（ ）内の金額は、研究遂行経費の取扱いを希望しなかった場合の所得税額及び差し引き支給額で 

す。 

２．研究奨励金の額は、改定されることがあります。 

 

６．住民税の課税 

研究奨励金は給与所得とみなされるので、所得税のほかに住民税も課税されます。本会では、毎年１月か 

ら１２月の間に支給した研究奨励金（課税対象分）の年額等を、翌年の１月末に、特別研究員が居住する 

（住民登録の住所がある）市区町村へ給与支払報告書により報告します。原則として、市区町村はこれに 

基づき 住民税の納付通知書を本人宛に送付しますので、滞納せずに各自納付 してください。 

なお、住民税は、前年の研究奨励金（課税対象分）の年額により課税されるため、採用期間終了後にも 

納付書が送付されますので、その場合も各自納付を行ってください。 

   市区町村から住民税の滞納の連絡があった場合、公序良俗に反する行為として特別研究員の採用を取り 

消す場合があるので留意してください。 

 

７．住民登録住所・扶養親族の変更 

本会に届け出た住民登録住所に変更があった場合には、「振込銀行・住所等変更届＜様式 1-2＞」を速やか 

に提出してください。 

控除対象配偶者、扶養親族に変更事項があった場合は、毎年１０月に送付する、年末調整に必要な書類提 

出時に、本会に提出済みの「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」のコピーに変更事項を朱書きし、押 

印の上届け出てください。 

 

８．源泉徴収票 

本会は、毎年１月下旬に前年分の、また、特別研究員採用期間終了後（中途辞退後を含む。）に当該年分 

の源泉徴収票を特別研究員宛に送付します（年度末の終了者については６月中旬、それ以外については採用 

期間終了後の１ヵ月後に発送予定）。それ以外に源泉徴収票が必要な時は、「特別研究員採用証明書等交付願

＜様式 10＞」を作成し、返信用封筒（正確な宛名を記入し、切手を貼ってください。）を同封の上、発行を

資格 研究奨励金 控除対象扶養親族等の数 所得税額 差し引き支給額 

 

ＳＰＤ 

 

446,000円 

0 人 9,380円（20,830円） 436,620円（425,170円） 

1 人 7,220円（17,070円） 438,780円（428,930円） 

2 人 5,600円（13,840円） 440,400円（432,160円） 

ＰＤ・ＲＰＤ 

(学位取得者） 

 

362,000円 

0 人 6,670円（13,440円） 355,330円（348,560円） 

1 人 5,060円（10,210円） 356,940円（351,790円） 

2 人 3,440円（ 7,640円） 358,560円（354,360円） 

ＤＣ 

※ＰＤ・ＲＰＤ 

(学位未取得者） 

 

200,000円 

0 人 2,670円（ 4,760円） 197,330円（195,240円） 

1 人 1,050円（ 3,150円） 198,950円（196,850円） 

2 人     0円（ 1,530円） 200,000円（198,470円） 

研究奨励金の額は平成２７年度の金額 

所得税額は平成２８年１月１日現在の税率により算出し、 

復興特別所得税額を含む。 
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依頼してください。 

※ 年の途中で特別研究員の採用期間が終了（中途辞退を含む。）し、同年中に就職した場合等は、本会

発行の当該年分源泉徴収票が新たな就職先等で必要になりますので、大切に保管してください。 
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＜参考＞ 

 

 

 

 

平成１５年１０月１日    理事長裁定  

  平成２４年１２月１日    改正      

平成２６年１２月２４日  改正      

    

                                                       

（趣 旨） 

第１条 この要項は、日本学術振興会（以下「振興会」という。）が特別研究員に対して研究を奨励す

るために支給する資金（以下「研究奨励金」という。）に関して必要な事項を定めることを目的とす  

る。 

 

 （研究奨励金の内容） 

第２条 研究奨励金は、次に掲げる経費に充てるために支給するものとする。 

 一 特別研究員の生計の維持に必要な経費 

 二 特別研究員の研究の遂行に関連する経費 

２ 前項第二号に掲げる経費（以下「研究遂行経費」という。）は、次に掲げるものとする。 

（1）学会関係経費 

（2）各種研究集会等への参加費 

（3）学術調査に係る経費 

（4）自宅での研究に必要な経費 

（5）所属・関連機関への交通費 

 

 （研究奨励金の支給方法） 

第３条 振興会は、年度当初までに、特別研究員に対して、研究奨励金のうち、その３割相当額を研

究遂行経費として支給されることを希望するか否かの申告を求めるものとする。 

２ 研究奨励金のうち、その３割相当額を研究遂行経費として支給されることを希望する旨の申告を 

した特別研究員については、振興会は、研究奨励金のうち、その３割相当額を研究遂行経費として

支給するものとする。 

３ 研究奨励金のうち、その３割相当額を研究遂行経費として支給されることを希望しない旨の申告 

をした特別研究員については、振興会は、研究奨励金の全額を第２条第１項第１号に掲げる経費と

して支給するものとする。 

４ 振興会は、原則として毎月20日（当日が休日又は銀行の休業日の場合は、その翌日とする。）に、  

源泉徴収額控除後の研究奨励金を特別研究員の本人の銀行口座（※１）に振り込むことにより支給

するものとする。 

 

 

特別研究員の研究奨励金に関する取扱要項 
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 （研究遂行経費の確認） 

第４条 研究奨励金のうち、その３割相当額を研究遂行経費として支給された特別研究員は、翌年の 

４月20日（中途辞退の場合は、その日より20日以内）までに、研究報告書と併せて、研究遂行経費

の支出報告書（※２）を作成して、振興会へ提出しなければならない。 

２ 振興会は、前項の書類の提出を受けた場合には、当該書類の審査を行い、当該期間中に特別研究 

 員の支出した研究遂行経費が、研究奨励金のうち、その３割相当額以上であることを確認する。 

３ 振興会は、前項の研究遂行経費が研究奨励金のうち、その３割相当額以上であることを確認でき 

なかった場合には、当該部分について源泉徴収を行う。 

 

 （研究奨励金の支給の調整、中断、停止又は取り止め） 

第５条 特別研究員が雇用契約に基づくインターンシップに参加し、契約先から報酬が支払われる場

合には、振興会は、当該月の雇用契約日数に応じ、当該月分の研究奨励金の額を調整することとす

る。 

２ 前項の規程により調整する金額の基準は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

３ 特別研究員が出産・育児を理由に採用中断の扱いを受ける場合には、振興会は、当該特別研究員に

関する採用中断期間の研究奨励金の支給を中断することとする。 

４ 特別研究員が出産・育児を理由に研究再開準備支援の扱いを受ける場合には、振興会は、当該特別

研究員に関する研究再開支援期間の研究奨励金の半額を支給することとする。 

５ 特別研究員の資格を喪失したり、又は取り消された場合には、振興会は、当該特別研究員に関す

るその翌月以降の研究奨励金の支給を停止又は取り止めることとする。 

６ 月の途中で特別研究員が採用されたり、その資格を喪失したり、又は取り消された場合にあって 

は、振興会は、その月の研究奨励金の額を減ずるものとする。 

７ 前項の規定により減ずる金額の基準は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区       分 調  整  額  の  基  準 

当該月中のうち雇用契約日数が15日以下 当該月分の２分の１の額を支給しない 

当該月中のうち雇用契約日数が16日以上 当該月分の全額を支給しない 

区       分 減  額  の  基  準 

月の１日から15日までの採用の場合 当該月分を全く減額しない 

月の16日以降の採用の場合 当該月分の２分の１の額を減額する 

月の１日から15日までの辞退の場合 当該月分の２分の１の額を減額する 

月の16日以降の辞退の場合 当該月分を全く減額しない 

特別研究員等が死亡した場合 当該月分を全く減額しない 
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 （研究奨励金の返還） 

第６条 特別研究員は、雇用契約に基づくインターンシップに参加し、契約先から報酬が支払われた

場合、出産・育児を理由に採用中断の扱いを受けた場合、又はその資格喪失や取り消しがあった場

合において、受給資格がないにもかかわらず支給を受けた研究奨励金があるときは、速やかに、そ

の支給を受けた金額のうち受給資格がないものとされる部分の金額を振興会に返還しなければなら

ない。 

 

 （資格の変更） 

第７条 特別研究員（ＤＣ）が学位取得等により特別研究員（ＰＤ）に資格を変更した場合に採用期

間の残期間について支給する研究奨励金の額は、以下のとおりとする。 

 

 

 
区       分 資格変更後に支給する研究奨励金の額 

平成26年度以前の採用者（学位取得者） ＰＤに支給する額 

平成26年度以前の採用者（単位修得退学者） ＤＣに支給する額 

平成27年度以降の採用者（学位取得者） ＤＣに支給する額 

平成27年度以降の採用者（単位修得退学者） ＤＣに支給する額 

 注 ※１ 採用内定後の諸手続において登録した「振込銀行」 

   ※２ 本手引中の「研究遂行経費の支出報告書＜様式9-2＞」      

 

 



 －32－ 

 

１．特別研究員-ＤＣ１又は-ＤＣ２に採用された者が特別研究員-ＰＤに再度申請することを、「再申

請」と称します。特別研究員-ＳＰＤ・ＰＤとして申請・内定し採用されたことのある者は、再度特別

研究員-ＰＤに申請することはできません。（特別研究員-ＤＣに申請し、採用時又は採用中に資格変

更をして特別研究員-ＰＤとなった者は再申請することができます。） 

２．特別研究員-ＤＣの当初採用期間が、再申請を行う特別研究員-ＰＤの採用年度４月１日以降も引き

続き残っている場合でも、再申請することが可能です【図①】。 

 （例えば、ＤＣ２の採用 1 年目に、翌年度採用分特別研究員-ＰＤへ申請することも可能です。） 

３．博士の学位取得等により特別研究員-ＰＤに資格変更した場合は、上記２と同様に、再申請できま

す【図②】【図③】。この場合、採用初年度の４月１日より資格変更した場合も含みます。【図④】 

４．特別研究員-ＳＰＤ・ＰＤに採用内定した者が、採用時までに博士の学位を取得できず、大学院博士

課程に引き続き在学して特別研究員-ＤＣに採用された場合は、採用期間中における学位取得等による

資格変更の有無に関わらず、再申請できません【図⑤】【図⑥】【図⑦】。 

５．再申請の結果採用内定となった者が、その採用時までに博士の学位取得等の特別研究員-ＰＤの資格

要件を満たさない場合は、採用できません。（特別研究員-ＤＣに既に採用経験があるため、降格採用

ができないためです。）（ＤＣとして内定した採用期間に残期間がある場合、その採用期間には影響は

ありません。） 

６．上記の取扱は変更になることがありますので、該当がある場合は最新の募集要項等にご留意くださ 

い。 

   

 

 

  Ⅴ 特別研究員-ＰＤへの再申請  
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１．特別研究員-ＰＤ、特別研究員-ＲＰＤ 

 

人文学、社会科学分野については、博士の学位取得者に加え、「大学院博士課程に標準修業年限以上在学

し、所定の単位を修得し退学した者(以下、「満期退学者」という。）」を特別研究員-ＰＤ、又は特別研究員-

ＲＰＤとして採用 ※1します。但し、満期退学者については、特別研究員-ＤＣ相当の研究奨励金(平成２７年

度月額 200,000円)を支給します。 

また、満期退学者が採用期間中に学位を取得した場合、その翌月以降、学位を取得している特別研究員-

ＰＤの研究奨励金（平成２７年度月額 362,000円）を支給します。 

  満期退学者が、採用期間中に学位を取得した場合は、速やかに本会に電話連絡の上、下記書類を学位取得

の日から１ヵ月以内に提出してください。 

 

①  「学位取得届＜様式 13＞」 

②  「博士の学位取得証明書 ※2」 

 

※１ 平成３０年度採用分募集より、満期退学者については、申請不可となります。 

※２ 「博士の学位取得証明書」とは、取得した学位の種類（例：博士（文学））と、学位の取得年月日の記 

載がある証明書のことで、名称は「学位授与証明書」「修了証明書」等でも構いません。但し、学位記 

等のコピーは不可です。なお、証明書の右上に「採用年度・資格・領域・受付番号」を記入してくださ 

い。） 

 

 

２．特別研究員-ＤＣ 

 

人文学、社会科学分野の特別研究員－ＤＣが、採用期間中に満期退学をした場合、特別研究員-ＰＤへ資

格変更 ※1が可能です。手続き及び研究奨励金の支給額につきましては、P.10「６．採用後の学位取得等によ

る資格の変更」をご確認ください。 

 また、満期退学による特別研究員-ＰＤへの資格変更後、採用期間中に学位を取得した場合は、上記「１． 

特別研究員-ＰＤ、特別研究員-ＲＰＤ」の場合と同様に、速やかに本会に電話連絡の上、①「学位取得届＜ 

様式 13＞」及び②「博士の学位取得証明書」を学位取得の日から１ヵ月以内に提出してください。 

 

※１ 平成３０年度採用者より、満期退学者については、資格変更の特例を廃止し、採用終了となります。 

 

 Ⅵ 人文学､社会科学分野における博士課程満期退学者の取扱い 
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１．科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）の取扱いについて 

 特別研究員は、「日本学術振興会特別研究員申請書」に記載された研究計画を行うための研究費として、

科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）（以下、「特別研究員奨励費」という。）の助成を受けることが

可能です。 

 特別研究員奨励費は、科学研究費助成事業（科研費）の研究種目のうち、特別研究員だけが応募でき

る研究種目です。 

 特別研究員奨励費の募集等については、１月下旬頃に受入研究機関の事務局宛に連絡され、応募や使

用等にあたっては、受入研究機関を通じて手続きを行う必要があります。 

 また、特別研究員奨励費は、科研費制度のルールが適用されるため、本手引に記載の特別研究員とし

て必要な各種手続きとは別の手続きが必要になりますので、遺漏のないように各種手続きを行ってくだ

さい。 

 なお、特別研究員奨励費の詳細については、以下のホームページを確認してください。 

・科学研究費助成事業(特別研究員奨励費)  http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/20_tokushourei/index.html 

 

２．海外渡航支援について 

 日本学術振興会と海外の対応機関との連携により、特別研究員を対象とした海外渡航支援を行ってお

ります。希望の場合は、渡航可能期間や条件等を各自確認の上、所定の申請受付期間・申請方法により、

申請してください。 

 情報は、ホームページ上に随時掲載されますので、以下のページを確認するようにしてください。 

 

・特別研究員に対する海外渡航支援 http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_user-haken.html 

 
 

３．疾病、事故・災害等への対処について 

 特別研究員は、日頃より健康維持に努めるとともに、各自で機会を見つけて定期的な健康チェックを

受けるようにしてください。 

（1） 社会保険・年金 

 特別研究員と本会とは雇用関係がないため、本会では特別研究員の健康保険等社会保険の加入が

できません。各自で国民健康保険・国民年金等に加入の手続を行ってください。その手続等につい

ては、居住する市区町村に問い合わせてください。 

 

（2） 事故・災害への対処 

 受入研究機関での研究活動や、国内外の研究機関で一定期間従事する研究あるいはフィールドワ

ーク等で事故・災害が生じた場合は、各自の責任で処理していただきます。安全確保に十分配慮す

るとともに、万一の被災に備え、必ず適切な保険に加入してください 。研究従事中の事故・災害等

については、本会では一切の責任を負いかねますのでご了承ください。 

  

（3） 学生教育研究災害傷害保険 

 すべての特別研究員-ＤＣは、（財）日本国際教育支援協会が実施している「学生教育研究災害傷

害保険（以下、学研災という。）」に加入できます。また、特別研究員-ＳＰＤ、特別研究員-ＰＤ、

特別研究員-ＲＰＤについては、学研災賛助会員大学を受入研究機関としている場合は、学研災に加

  Ⅶ そ の 他 
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入できる場合があります。加入手続等の詳細については、受入研究機関の大学学生部等に問い合わ

せてください。 

 

（4） 疾病、事故・災害等の連絡 

 疾病、事故・災害等により１ヶ月以上特別研究員として研究に従事できない場合は、直ちに本 

会へ申し出てください。 

 

４．発明等の権利の帰属について 

    発明等の権利の帰属について、本会は関与しません。 

 

５．本事業に関する連絡先 

    本事業に関する連絡先は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 ※ 本会への郵便物送付の際は、宛名に必ず「特別研究員事業担当」と明記してください。 

 ※ 電話連絡受付時間帯 9：30～12：00及び 13：00～17：00 （但し、緊急時はこの限りではありません。） 

  ※ 科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）に関しては、受入研究機関を通じてご連絡ください。 

 

６．本会のホームページについて 

 本会のホームページ（http://www.jsps.go.jp/index.html）で、本会の諸事業を紹介しています。ま

た、特別研究員への連絡事項は、特別研究員への「掲示板」（http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_keiji.html）

にも随時掲載しますので、適宜確認してください。 

 

７．本会の休日 

① 日曜日及び土曜日 

② 国民の祝日に関する法律に定める休日 

③ 年末・年始（１２月２９日から翌年１月３日まで） 

④ 創立記念日（９月２１日） 

 

８．特別研究員制度等の英文名 

（1） 日本学術振興会特別研究員制度の英文名 

 Research Fellowships of Japan Society for the Promotion of Science for Young 

Scientists（略称：ＪＳＰＳ Research Fellowships for Young Scientists） 

（2） 日本学術振興会特別研究員の英文名 

 Research Fellow of Japan Society for the Promotion of Science 

（略称：ＪＳＰＳ Research Fellow） 

〒102－0083 東京都千代田区麹町 5-3-1 
独立行政法人 日本学術振興会 
研究者養成課 特別研究員事業担当 

       電 話：（03）3263－4998 採用中の問い合わせ先（身分・研究奨励金・海外渡航関係 等） 
 ﾌｧｸｼﾐﾘ：（03）3222－1986 
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９．研究奨励金等の返納先 

 研究奨励金等を本会に返納していただく事態が生じた場合は、本会からの指示に従い、下記の銀行口

座に振り込んでください。なお、振込手数料を本会で負担することはできません。 

銀 行 名：三井住友銀行 

店 舗 名：東京公務部 

口座の種類：普通 

口 座 番 号：３００６６ 

 

口 座 名 義：独立行政法人 日本学術振興会 

 

１０．その他 

    必要に応じこれまでの取扱を変更し、「遵守事項および諸手続の手引」が改正される場合がありますの

で、本会ホームページに掲載されている最新のものを随時確認してください。 

    なお、各種様式については、本会ホームページの様式集に掲載されている最新のものを使用してくだ

さい。 

   ・「遵守事項および諸手続の手引」 http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_tebiki.html 

・各種様式集 http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_tebiki/yoshiki.html   
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設問１ 国や地方公共団体、民間助成団体等の研究費に応募することは可能か。 

答   特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤについては、科学研究費助成事業（特別研 

究員奨励費）以外の研究費に応募すること、及び一定の要件を全て満たす場合に限り、科学研究費助成 

事業（特別研究員奨励費）以外の研究費を受給（助成を受けた研究者からの研究費の配分を含む。）する 

ことも可能です。 

但し、特別研究員-ＤＣについては、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外の研究費（科研費 

除く）に応募することは可能ですが、採択された場合には、当該研究費又は特別研究員の採用のいず 

れか一方を辞退していただく必要があります。また、特別研究員-ＤＣは、研究分担者等として分担金を 

得るなど、他のプロジェクト研究等に責任ある立場で参画することも認められません。    

なお、受入研究者の了解のもと「研究専念義務」の範囲内で、他のプロジェクト研究等に一時的に参

加し、協力することは差し支えありません。 

（P.4 「８．本会以外からの資金援助（2）研究費の受給」、P.19「１４．研究費の受給」参照） 

 

設問２ 特別研究員に採用中の間は、一切の資金の提供を他から受けることができないのか。 

答   特別研究員に採用中の間は、国内外を問わず、他のフェローシップ・奨学金（貸与型も含む。）等を

本会以外から重複して受給することはできません。 

但し、(1）授業料の援助に係る助成金【DC1、DC2のみ】、（2）研究費の受給【SPD、PD、RPD のみ】、 

（3）旅費の受給【全資格】、及び（4）学会への登録料や参加費に係る助成金の受給【全資格】の場合 

に限り、例外的に受給を認めています。 

（P.4「８．本会以外からの資金援助」参照） 

   

設問３ 研究専念義務の例外として認められる、①我が国の大学等高等教育機関（大学、短期大学、高等専門

学校）における非常勤講師又は②受入研究機関における職（①を除く）は、週あたりどの程度の時間ま

で認められるのか。 

答   週当たり総時間数５時間までの報酬を受給することが可能です。集中講義の非常勤講師等で一時的に

週当たり総時間５時間を超えるものについては、１月当たりの時間数を４で除し、５時間を超えない場

合は認めています。不明な場合は、本会に確認してください。 

（P.2 「３．特別研究員の義務」参照） 

 

設問４ 学会からの学術賞等の賞金を受給してもよいか。 

答   使用目的の定められていない賞金の受給については認めています。研究費として支給される場合は、

特別研究員-ＳＰＤ・特別研究員-ＰＤ・特別研究員-ＲＰＤについては、一定の要件を全て満たす場合に

限り、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外の研究費を受給（助成を受けた研究者からの研究

費の配分を含む。）することが可能です。特別研究員-ＤＣについては、科学研究費助成事業（特別研究

員奨励費）以外の研究費を受給（助成を受けた研究者からの研究費の配分を含む。）することはできませ

ん。 

    なお、以下に挙げる例は、「本会以外からの資金援助」に該当いたしません。 

  Ⅷ よくある質問 
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（「本会以外からの資金援助」に該当しないものの例） 

   ・金銭以外の物（但し、商品券やプリペイドカードなどの金券（電磁化された電子マネーを含む）を除 

く） 

・預貯金の利子 

・遺族の受ける年金 

・児童手当 

・精神又は身体に障害のある者が受ける給付金 

・自己の資産の譲渡による所得 

・オリンピック競技大会等において特に優秀な成績を収めた者を表彰するものとして交付される金品 

・保険金及び損害賠償金 

・相続、遺贈又は個人からの贈与により取得する金品 

・扶養義務者相互間において扶養義務を履行するため給付される金品 

判断に迷う場合には、本会まで、お問い合わせください。 

（P.4 「８．本会以外からの資金援助（2）研究費の受給」、P.19「１４．研究費の受給」参照） 

 

設問５ 受入研究機関で特別研究員以外の身分を得ることはできないのか。 

答   原則として、特別研究員に採用中の間は、他の身分を得ることはできません。但し、①研究課題遂行 

に必要であるため、研究施設を利用するなどのために必要となる形式的（報酬を得ることなく、研究専 

念義務を妨げない）な身分を持つこと、②特別研究員－ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）が科学研究費助 

成事業（特別研究員奨励費）以外の科学研究費助成事業に応募するための身分（応募資格）を持つこと 

は、例外的に認められます。この点に関しては、本会への届出は必要としておりません。 

判断に迷う場合には、本会まで、お問い合わせください。 

 

設問６ 特別研究員－ＤＣが、他者が申請する科学研究費助成事業の研究分担者等になることはできないか。 

答   特別研究員－ＤＣは研究協力者としての立場でのみ参加でき、研究代表者や研究分担者、連携研究者

にはなれません。 

     

設問７ 証明書の発行に関し、提出先の所定の様式で証明書を発行することは可能か。 

答   原則として、本会所定の様式以外での証明書の発行はできません。但し、保育園への申込等、やむを

得ない事情により提出先の所定の様式で証明書を発行する必要がある場合には、本会までお問い合わせ

ください。但し、提出先の所定の様式で証明書を発行する場合でも、本会で証明する事項は、採用証明

書に記載の次の事項のみとなります。 

   ・申請者の氏名・生年月日 

   ・採用期間 

   ・受入研究機関（部局） 

   ・受入研究者 

   ・研究課題名 

   ・研究奨励金額（日本円月額） 
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なお、交付願が本会に到着してから発行まで数日を要するため、余裕を持って依頼してください。 

また、研究課題名を除き、英文での証明書の発行も可能です。 

（P.20「１８．諸証明」参照） 

 

設問８ 住民税の納付通知書が届いたが、支払わないといけないのか。 

答   市区町村より住民税の納付通知書が送付されますので、各自納付してください。（P.27「６．住民税の

課税」参照） 

 

設問９ 社会保険や年金についてはどうなっているか。 

答   特別研究員と本会とは雇用関係がないため、本会では特別研究員の健康保険等社会保険の加入ができ

ません。各自で国民健康保険・国民年金等に加入手続きを行ってください。（P.34「３．疾病、事故・災

害等への対処について」参照） 

 

問１０ 特別研究員－ＳＰＤ・ＰＤ・ＲＰＤが科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外に応募できる科

研費の研究種目は何か。 

答   受入研究機関において、科研費の応募資格を付与された場合には、次の①～④の研究種目への研究代

表者として応募が可能となっており、採択された場合はあわせて実施することが可能です。 

なお、研究分担者、連携研究者、研究協力者として研究課題に参画する場合には、研究種目に制限は

ありません。 

① 新学術領域研究（研究領域提案型）の公募研究 

② 基盤研究（Ｂ・Ｃ） 

③ 挑戦的萌芽研究 

④ 若手研究（Ａ・Ｂ） 

    ※平成２７年度科学研究費助成事業（科研費）募集要領（特別研究員奨励費）の内容のため、必ず最 

新の募集要領を確認してください。 

 

問１１ 研究遂行経費としての支出が当該年度の研究奨励金額の３割未満であった場合はどうなるのか。 

答   研究遂行経費としての支出が当該年度の研究奨励金額の３割未満であった場合は、研究奨励金（１年

分合計額）の３割相当額と研究遂行経費の支出報告額の差額に対して、追徴課税を行います。 

例えば、研究遂行経費としての支出が０円又は「研究遂行経費の支出報告書＜様式９－２＞」が期限

内に提出されなかった場合の追徴税額（納付税額）は最大で１６３，９３１円（平成２７年の場合）と

なります。 

 研究遂行経費の取扱いを希望する場合は、研究遂行経費としての支出が当該年度の研究奨励金額の３ 

割相当額以上となることが確実に見込まれるか十分慎重に検討してください。 

（P.25 「２．研究遂行経費」及び次項参照） 



 －40－ 

 

 

＜研究遂行経費としての支出が当該年度の研究奨励金額の３割未満であった場合（追徴課税あり）の例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              課税対象              追徴課税対象     非課税 

  

         生計の維持に必要な経費 1,920,000 円          ③研究遂行経費 

の支出報告額  

                                                                  

                 

                                   

  

 

① 研究奨励金（1 年分合計額） 2,400,000円 

（参考）追徴税額（納付税額）の計算方法(特別研究員-ＤＣの場合) 

・研究奨励金（1年分合計額）： 200,000 円/月 ×   12ヶ月     ＝  2,400,000円・・① 

・①の 3割相当額：         ①     ×   30％      ＝    720,000円・・② 

・研究遂行経費の支出報告額：                                     480,000円・・③ 

・追徴課税対象：                 ②     －    ③      ＝    240,000円・・④ 

・追徴税額（納付税額）：          ④     ×  税率 10.21％※ ＝     24,504円 

※平成２７年に終了又は辞退した者へ追徴課税を行う場合の税率 

 

④ 

②研究奨励金（1年分合計額）の 3割相当額   

720,000 円 

※④の金額を基礎とした上記計算方法による追徴税額（納付税額）を本会から通知し、指定の期日までに納付していただきます。 

480,000 円 
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